
Ｎｏ 分類
事業名称
（担当課）

事業概要
総事業費

（うち交付金
充当額）

事業費内訳 効果検証

1
市民への支援

策

生活支援臨時特別給
付金給付事業（生活
支援課）

コロナ禍において原油価格・物価高騰
等に直面する世帯の生活支援を目的
に、現在、実施されている国の住民税
非課税世帯等に対する臨時特別交付金
の対象とならない世帯のうち、令和4年
度住民税均等割のみ課税されている世
帯を対象に給付金を支給することで、
支援を行う

187,581,819円
（187,019,994円）

消耗品　10,340円（ファイルボックス、開封
機用乾電池等）
郵便料　373,450円（8～10月分）
振込手数料　188,375円（8～11月）
業務委託料　15,809,654円（事業運営業
務）
制度的補助金　171,200,000円（50,000円×
3,424世帯）

成果目標は令和4年度住民税均等割のみ
課税世帯に対して、給付率90％を目標とし
ていた。結果は対象世帯3,570世帯のうち
3,426世帯へ給付が行われ、給付率は95％
となり、目標を達成した。

2
市民への支援

策

敬老会代替（高齢者
生活支援）事業（物
価高騰分）（高齢者
支援課）

市内の店舗で使用できる使用期限付き
商品券（R4.9～R5.1）を高齢者（75歳
以上）に支給することで、コロナ禍に
おいて原油価格・物価高騰等に直面す
る高齢者への生活支援を行う

92,829,634円
（92,829,634円）

消耗品135,800円（宛名ラベルシール、模
造紙、指サック、付箋等）
印刷製本305,167円（パンフレット、封筒各
40,500枚）
通信運搬9,197,852円（特定記録郵便にて
対象者39,428人あて郵送）
商品券発行業務委託78,779,570円（使用期
限付商品券2千円/1人×贈呈者39,384人）
※居所不明分等が一部あるため対象者数
と贈呈者数は同数にならない。
封入封緘業務委託4,411,245円

新型コロナウイルス感染症の影響により、
未だ個人消費の回復に至らない中、高齢
者の外出機会を創出し、個人消費の一助
とすることで、地域経済の活性化を図るた
め、令和4年度敬老会の中止に伴い、令和
4年7月31日現在、市の住民基本台帳に記
録されている75歳以上の方（昭和22年9月
30日までに生まれた方）を対象に、敬老会
中止のお知らせ、敬老のお祝いパンフレッ
トと併せて使用期限付商品券（一人当たり
2千円分）を贈呈した。
その結果、対象者の9割が商品券を使用し
たことにより、高齢者の消費が促進され、
地域経済の活性化に繋がったものと考え
る。
※使用期限付商品券の使用率
（令和5年3月末現在）90.0％

3
事業者への支

援策

ビジネスサポート応
援給付金支給事業
（物価高騰分）（商
工振興課）

新型コロナウイルス感染症の影響、及
びコロナ禍における原油価格・物価高
騰等により売り上げが減少し、国の事
業復活支援金を受給した事業者に給付
金を支給することで、地域産業の下支
え及び経営強化につなげ、市内経済の
維持回復を図る

109,152,254円
（109,152,254円）

個人：支援金  5万円×807件　40,350,000
円
法人：支援金10万円×662件　66,200,000
円
人件費2,441,110円、消耗品費10,780円、郵
便料110,567円、電話料39,797円
合計　109,152,254円

新型コロナウイルス感染症の影響により売
上げが減少し、国の事業復活支援金を受
給した事業者に対し支援金を支給すること
で、市内事業者の事業継続支援につな
がった。

4
事業者への支

援策

水稲経営次期作支援
事業（物価高騰分）
（農業振興課）

新型コロナウイルス感染症の影響によ
る米価の大幅な下落、及びコロナ禍に
おける原油価格・物価高騰等により農
業経営に大きな影響を受けている米生
産農家を対象として、次期作付に必要
な米の種苗の購入費用相当額を支給
し、支援を図る

28,442,252円
（28,442,252円）

助成金27,210,500円（3,500円/10ａ、交付件
数1,103件）
支給に係る事務費1,231,752円（人件費
782,640円、消耗品費27,060円、郵便料
422,052円）
合計28,442,252円

成果目標である対象者への支給率100％
に対して、実績は59.7％であったものの、こ
れにより、コロナ禍での米価下落や原油価
格・物価高騰などの影響を受けた米生産
者への支援が図られた。アンケート結果に
おいても好意的な意見が多く、効果的な取
組であったことがうかがえることから、持続
的な水稲経営の維持につながった。
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5
事業者への支

援策

施設園芸等燃料価格
高騰対策事業（物価
高騰分）（農業振興
課）

コロナ禍における原油価格等の高騰に
よる影響を受けた施設園芸等の農業経
営者に対し、燃料費の負担軽減を図る
ため、購入量に応じて助成金を交付
し、支援を行う

3,815,539円
（3,815,539円）

助成金3,774,700円（Ａ重油15円/ℓ、灯油12
円/ℓ、LPガス28円/㎏で20万円を上限、交
付件数30件）
支給に係る事務費40,839円（消耗品費
35,244円、郵便料5,595円）
合計3,815,539円

成果目標である対象者への支給率100％
に対して、実績は60％であったものの、こ
れにより、コロナ禍での原油価格等の高騰
による影響を受けた施設園芸等の農業経
営者への支援が図られた。アンケート結果
においても好意的な意見が多く、効果的な
取組であったことがうかがえることから、持
続的な施設園芸等における農業経営の維
持につながった。

6
感染拡大防止

策

救急体制強化事業
（R3予算分）（消防
本部総務課）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
による救急需要の増加に対応するた
め、必要となる救急資器材を追加配備
し、救急出動態勢の強化を図る

4,666,893円
（4,666,893円）

・消耗品3,949,693円（N95マスク、酸素吸入
マスク、気道確保器具、パルスオキシメー
ター、アイソレーションキャップ、アイソレー
ションガウン、防疫用殺菌消毒剤）
・備品717,200円（人工蘇生器具一式）

新型コロナウイルス感染拡大に伴う救急需
要増加に対応するため、救急用資器材を
追加配備し救急出動体制の強化を図るた
め購入した。追加配備したことで、救急需
要に対応でき、救急体制の充実及び強化
が図られた。

7
感染拡大防止

策

消防本部庁舎トイレ
改修事業（R3予算
分）（消防本部総務
課）

新型コロナウイルス感染拡大防止策と
して、より安全に施設を利用できる環
境を整備するため、感染の危険が高い
和式トイレを洋式（ふた付き）トイレ
に改修し、水洗時にふたを閉めること
により感染予防につなげる

10,890,000円
（10,890,000円）

・施設修繕料：10,890,000円（10カ所）

消防本部庁舎の和式トイレを洋式（ふた付
き）トイレに改修し、トイレの洋式化率が
100％になった。これにより、飛散などによ
る感染防止対策が図られた。

8
市民への支援

策

学校給食費支援事業
（物価高騰分）（学
務課）

コロナ禍における原油価格や物価高騰
による食材料費高騰分（20円/1食。教
職員分は除く）に相当する費用を市が
負担することで、保護者負担を増やす
ことなく、栄養バランスの取れた質の
良い給食を安定的に提供する

56,126,160円
（56,126,160円）

増額分の食材料費
自校方式小学校分　児童数8,190人
1年生 1,329人×180回×20円＝4,784,400
円
2～6年生 6,861人×183回×20円＝
25,111,260円　合計29,895,660円
自校方式中学校分　生徒数4,398人
1～2年生 2,861人×182回×20円＝
10,414,040円 3年生 1,537人×179回×20
円＝5,502,460円　合計15,916,500円
給食センター方式
2,818人×183回×20円＝10,314,000円

事業実施により、保護者の経済的負担を
増やすことなく、年間を通じて栄養バランス
のとれた質の良い給食を安定的に提供す
ることができた。保護者からの意見などを
見ると、この事業の意義と、学校給食を安
定的に運営することの重要性への再認識
につながった。
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9
感染拡大防止

策

新型インフルエンザ
等対策事業（R3予算
分）（健康課）

新型コロナウイルス感染症による自宅
療養者を支援するため、パルスオキシ
メーターの貸与及び食料品を配送する

132,660,695円
（132,660,695円）

自宅療養者に対するパルス貸与及び配食
サービス業務委託　132,660,695円

＜業務委託料内訳＞
ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ梱包代　　  3,656,785円
ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ宅配料　　12,916,860円
食料等ｾｯﾄ　　　　　　　　 39,841,914円
食料等ｾｯﾄ梱包代　　　　　5,177,150円
配食ｻｰﾋﾞｽ宅配料　　　　　7,421,260円
人件費　　　　　　　　　　　55,563,200円
保管料　　　　　　　　　　　  5,788,970円
車両費　　　　　　　　　　　　2,294,556円

新型コロナウイルス感染症の自宅療養者
に対し、パルスオキシメーターの貸与及び
配食サービスを実施することにより、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大を予防
し、自宅療養者の健康を保持することが出
来た。

10
事業者への支

援策

くらしを運ぶ事業者
緊急支援事業（重点
交付金分）（商工振
興課）

コロナ禍における原油価格高騰に伴い、厳
しい状況下にある市内の運送業者に対し、
給付金を支給することで、運送事業者の事
業の継続及び地域の物流の維持を図るも
の

39,836,060円
（39,836,060円）

個人：助成金10件　100,000円
法人：助成金67件　39,730,000円
（個人、法人とも貨物自動車1台あたり3万
円、貨物軽自動車1台あたり1万円）
郵便料6,060円
合計　39,836,060円

原油価格高騰の影響を受けた市内の運送
業者に対し助成金を支給することで、市内
運送事業者の事業継続と円滑な物流支援
につながった。

11
事業者への支

援策

介護サービス事業所
物価高騰対策支援事
業（重点交付金分）
（介護保険課）

コロナ禍における原油価格や物価の高
騰に伴い、運営経費の増加が見込まれ
る介護サービス事業所へ、光熱費及び
燃料費の高騰相当分の支援を行う

79,800,000円
（79,800,000円）

・入所・入居系サービス（94事業所）
　　　　　　　　　　　　57,304,000円
・訪問系サービス（169事業所）
　　　　　　　　　　　　　8,450,000円
・通所系サービス（91事業所）
　　　　　　　　　　　　14,046,000円

事業実施後のアンケートでは回答いただ
いた事業所のうち50.8％が利用料等の値
上げの抑制につながったと回答している。

12
事業者への支

援策

障害福祉サービス等
事業所物価高騰対策
支援事業（重点交付
金分）（障がい者支
援課）

コロナ禍における原油価格や物価の高
騰に伴い、運営経費の増加が見込まれ
る障害福祉サービス等事業所の光熱費
等の高騰分に係る経費を支援する

7,200,000円
（7,200,000円）

助成金（支給条件：春日部市内で障害福祉
サービス事業所等を運営している法人）
　訪問・相談系サービス事業所
　　３万円×20事業所＝　600,000円
　通所系サービス事業所（障害者通所施
設）
　　６万円×36事業所＝2,160,000円
　通所系サービス事業所（障害児通所施
設）
　　３万円×34事業所＝1,020,000円
　居住・宿泊系サービス事業所
　　６万円×57事業所＝3,420,000円
　　　　　　　　　　　　合計7,200,000円

成果目標である、対象事業者への給付率
100%に対して、実績値は73.1%であった。
障害福祉サービス等事業者に対し助成金
を交付することで、障害福祉サービスの提
供体制の確保することができた。
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13
市民への支援

策

子育て世帯応援給付
金（物価高騰対策）
給付事業（重点交付
金分）（こども政策
課）

コロナ禍における物価高騰による児童
の保護者負担を軽減するための支援を
行う

248,370,214円
（248,370,214円）

給付金対象者数23,832人×1万円
その他事務費10,050,214円（郵便料
1,347,223円、振込手数料800,030円、派遣
業務委託料7,902,961円）
合計248,370,214円

コロナ禍における物価高騰による児童の
保護者負担を軽減することができた。

14
事業者への支

援策

ちから強い農業経営
支援事業（重点交付
金分）（農業振興
課）

コロナ禍における農業生産に関わる物
価高騰の影響を受けた農業経営者を支
援するため、農業収入に応じた必要経
費の物価上昇分の一部を給付金として
支給するとともに、環境に配慮した取
り組みを実施している農業経営者に対
しては、加算金を給付することで、経
営の安定及び生産意欲の向上を図るも
のです

51,314,725円
（51,314,725円）

給付金51,020,000円（収入区分50万円以上
200万円未満70,000円、200万円以上500万
円未満150,000円、500万円以上1,000万円
未満300,000円、1,000万円以上400,000円、
特別栽培農産物認定加算100,000円、交付
件数324件/うち特別栽培農産物認定加算
26件）
支給に係る事務費294,725円（消耗品費
28,347円、郵便料266,378円）
合計51,314,725円

成果目標である対象者への支給率100％
に対して、実績は68.9％であったものの、こ
れにより、コロナ禍で農業生産に関わる物
価高騰の影響を受けた農業経営者への支
援が図られた。アンケート結果においても
好意的な意見が多く、効果的な取組であっ
たことがうかがえることから、農業経営の
安定及び生産意欲の向上につながった。

15
事業者への支

援策

保育所等物価高騰対
策支援事業（重点交
付金分）（保育課）

コロナ禍における原油価格や電気・ガ
ス料金など物価高騰の影響をうけた保
育施設等の事業者負担の軽減が図られ
る

14,113,200円
（7,057,200円）

・光熱水費分（利用定員1人あたり1,700円）
6,521,200円（私立保育園20か所、認定こど
も園7か所、地域型保育11か所、認可外施
設16か所）
・食材料費分（利用定員1人あたり2,000円）
7,592,000円（私立保育園20か所、認定こど
も園7か所、地域型保育11か所、認可外施
設15か所）

成果目標である該当する全施設へ給付
（100％）に対して、実績も対象となる全施
設へ給付することができた。これにより、コ
ロナ禍における原油価格や電気・ガス料金
など物価高騰の影響をうけた保育施設等
の事業者負担の軽減が図られ、保育施設
等の運営の安定化、保育の質を維持する
ことにつながった。

16
市民への支援

策

各種証明書のコンビ
ニ交付手数料減額事
業（重点交付金分）
（政策課）

マイナンバーカードを利用して各種証
明書を発行することができるコンビニ
交付サービスにおいて、窓口の場合と
比べて手数料を減額することにより、
コロナ禍における物価高騰に直面する
生活者支援を行うとともに、非接触型
の手続きの利用促進による、感染症拡
大の防止や窓口の混雑緩和を図るもの

715,000円
（715,000円）

システム改修に係る業務委託費：715,000
円

成果目標であるコンビニ交付率21％に対し
て、実績はコンビニ交付率23.6％であった。
これにより非接触型の手続きの利用が促
進され、感染症拡大の防止や窓口の混雑
緩和を図ることができた。

17
感染拡大防止

策

小・中学校情報教育
推進事業（R3予算
分）（学校総務課）

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ための家庭学習にも対応できるよう
に、GIGAスクール事業で整備した１人
１台のタブレット端末を活用する際に
必要となる学習用ドリルソフトを導入
するもの

68,982,870円
（60,427,421円）

学習支援ソフト使用料
①小学校（義務教育学校前期課程含む）
23校×179,176円（月額）×10か月×1.1-8
（調整）＝45,331,520円
②中学校（義務教育学校後期課程含む）
12校×179,176円（月額）×10か月×
1.1+118（調整）＝23,651,350円

GIGAスクール事業で整備した１人１台のタ
ブレット端末で活用可能な学習用ドリルソ
フトを導入したことで、新型コロナウイルス
感染症拡大時にも家庭学習に対応できる
環境が整った。



Ｎｏ 分類
事業名称
（担当課）

事業概要
総事業費

（うち交付金
充当額）

事業費内訳 効果検証

18
感染拡大防止

策

防疫作業手当の支給
（R3予算分）（人事
課）

新型コロナウイルス感染症から市民等
の生命及び健康を保護するための市職
員による救急救命活動及び小児救急夜
間診療所等の業務に対して手当を支給
する

10,953,000円
（5,320,000円）

防疫作業手当（特殊勤務手当）
①救急救命活動に関するもの
対象者：消防職員186名
4,000円×2,622回＝10,488,000円
②小児救急夜間診療所に関するもの
対象者：健康課職員4名
3,000円×155回＝465,000円
①+②＝10,953,000円

防疫作業手当を支給したことにより、救急
救命活動及び小児救急夜間診療所に従事
する職員を確保し、新型コロナウイルス感
染症から市民等の生命及び健康を保護す
るための体制を維持することができた。

19
感染拡大防止

策

地方消費者行政強化
交付金（強化事業）
（交通防犯課）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、消費生活相談のデジタル
化等に対応するため消費生活センター
のITC化等を推進する

270,407円
（90,464円）

・備品74,250円（タブレット端末3台）
・印刷製本費153,890円（若年層向け教材
購入費）
・通信運搬費42,267円（Wi-Fi利用料）

成果目標である「ICT化を実施した消費生
活相談室の数を3か所とする」を達成するこ
とができた。このことにより迅速な情報収集
及び円滑なコミュニケーションが可能とな
り、高齢者等の配慮を要する相談者からの
相談に活用することができた。

20
感染拡大防止

策

学校保健特別対策事
業費補助金（学校等
における感染症対策
等支援事業）（学校
総務課）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、学校における感染症対策
のより一層の徹底と学習保障を図るた
め、感染症対策に必要な物品等を購入
する

51,642,527円
（26,442,527円）

①感染症対策としての保健衛生用品購入
小学校：21,693,625円　中学校：8,387,153
円
②保健衛生備品及び学習保障を図る備品
購入費
小学校：12,012,138円　中学校：9,549,611
円
合計　51,642,527円

保健衛生物品の購入により、集団感染リス
クの軽減が図られ、児童生徒が安心して
学ぶことができる環境整備並びに学校に
おける感染症対策につながった。

合計
1,258,453,627円

（1,152,177,032円）


